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はじめに 
１節 エリート教育研究の意義 
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育の導入のために、外国へ調査の使節団を派遣したり、1902 年から 1904 年に至って、近
代学校制度を確立したり、さらに、1905 年に科挙制度を廃止し、1906 年に史上初めての教
育の目的を制定するなどが含まれていた。 
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この『海国図志』は 1844 年に 50 巻本が刊行され、1847 年に 60 巻本まで増補されて重刊
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図 1-3 「同文館」の 91 名の卒業者就職分野の分布 


































































学生を派遣し始めたのは 1870 年代である。以後、日清戦争までの約 25 年の間、清朝政府
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 このような背景のもとに、政府は 1871 年と 1872 年にそれぞれに『挑選幼童赴泰西肄業
章程』と『挑選幼童及駐洋応弁事宜』という留学に関する具体的な法規を制定した。この
２つの規定には、上海で「幼児出洋肄業局」を設けること、派遣する留学生の人数を 4 回










8 月に第一回目の留学生の 30 名がアメリカへ赴いた。引き続き、1873 年、1874 年、1875
年に当初計画した 90 名の留学生も同地に行っている。こうして、10 歳から 16 歳までの年



















く、1881 年 6 月に「出洋した学生を全員帰国する」28ように命じ、アメリカへの留学教育
はこうして留学生の全員の引き上げるということで終止符が打たれた。120 名の留学生の
うち、別の原因ですでに帰国させられた者、または病気により他国で死亡したものがいた


























（出典：李喜所『近代中国的留学生』、人民出版社、1987 年、p.65 をもとに作成。） 
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 1876 年から、日清戦争までの約 20 年間は、清朝政府は前後 4 回に分けて、合計 145 名
の留学生を西欧諸国に派遣する方策に転換した。 
 1876 年に陸軍の技術・知識の習得を目的に 7 名の留学生をドイツに派遣したことを皮切
りに、その翌年の 1877 年から 1892 年まで、「福州船政学堂」の 88 名の学生がヨーロッパ
へ造船技術の習得のために派遣されている。1892 年にはベルギーに錬鉄技術を学ぶために、
10 名の留学生が渡航している。1896 年には「江南陸軍学堂」、「鉄道学堂」と「儲財学堂」














































































































































































































































































































学  科  別 
教 育 内 容 







図 1-6 「南洋公学」の教育組織図 
 
































図 1-7 「江南儲才学堂」の教育組織図 
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教育内容は表２のとおりである。 
表 1-2 「万木草堂」の教育綱要・学科内容・科目外教育内容 
道(徳育) 宋･明理学 滅私 励節 独り慎む
徳(徳育) 主静出倪 養心不動 気質変化 威儀育成
仁(徳育) 孝行を促す 崇尚公務 教育に勉 弱者同情
芸 礼(徳と体) 楽(徳と智) 書 数 図 槍(体)
義理の学 孔子学 仏教 周秦諸子学 宋明学 西洋哲学 経学 政治原理
中国政治沿革 万国政治沿革 政治応用学 群学
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おり示している。 
表 1-3 「時務学堂」の教育内容 
普通科目
(一般教養必修科目)
専門科目 公法学 考証学 物理・化学・算学
日曜日教育活動 学術・政治についての公演
物理・化学･算学諸子学 経学 公理学 中外史学
 































































































 張（1837－1909 年）は 1863 年に進士に合格し、1884 年から両広総督の地位にあり、1889








































































































































































































































































河南、浙江、湖北、山西、陝西という 12 の省であった。 
なお、上に挙げた「山東大学堂」の設立はこの「書院」再編成のブームの中で、最も早
かった。それは政府の「書院」を学堂に編成する命令に応じて、山東巡撫袁世凱が率先し






















表 1-4 『山東大学堂章程(1901 年 9 月)』に規定した教育科目の内容 
備斎（2年） 経書・歴史外国語 地理 算数
経学 中外歴史 中外法学3科目
算学 天文学 地質学 測量学 化学 生物学格物学 訳学
専斎（2-4年）経学 中外史学 中外政治学 方言学 商学 工学 鉱学 農学 測絵学 医学
全斎共通科目 体育 中国の国語 外国語
正斎（4年）
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加したと見られる。 





1895年 1898年 1903年 1904年 1905年
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ている83。 
図 1-9 日本への留学人数の推移（1898-1911 年） 




















1898年 1899年 1900年 1901年 1902年 1903年 1904年 1905年 1906年 1907年 1908年 1909年 1910年 1911年
(人数)
（出典：李華興等「留学教育与近代中国(『史林』1996 年第 3 期に収録)」をもと作成。） 
また一方、アメリカの宣教師アーサー・スミス（Arthur H.Smith,1845-1932 年）は 1907
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1910年 「改定管理遊日学生監督処章程」  
（出典：金林祥主編『中国教育制度通史(第六巻)』、山東教育出版社、2000 年、p.270 をもとに作成） 
表５に示した各種の公文書には、留学生の派遣方式から帰国後職に就く際に基準となる
ランクが詳しく定められている。財政難の問題を抱えて、これまで官費留学生のみの派遣
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主要な受入機関として対応せざる得なくなった。図 10 には、1907 年の日本外務省記録に
より作成された中国人留学生が就学した種類別の主な教育機関の割合およびそれぞれの在
学者数を示している。 


































５年間卒業した留学生の総数が 1,957 人のうち、普通科の卒業者はわずか 129 人で、全体
の 6.6％を占めているが、速成科の卒業者数は 1,830 人で、全体の 93.4％を占めていて、
そのうちの８割近く（全体の 62.5％）の 1,417 人は速成師範科の修了者であった。また、
明治大学の「経緯学堂」も同じ状況が見られた。1904 年に 200 人で発足した速成科は希望
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 1921年 8月 16日、「湖南自修大学の組織綱領」が湖南省の『大公報』に発表された。自
修大学の運営組織および研究方法は「書院」を参考したものである20。1921 年 9 月に一人



















































































































































共通選択科目 30(又はそれ以下)  
（出典：于述勝著『中国教育制度通史(第七巻)』、山東教育出版社、2000 年、p.59 より作成。） 
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 この大会の２年後の 1926年 2月に『国民政府教育行政委員会組織法』が公布され、3月
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表 2-4 1934年の全国における大学名とその設置関係 
大学名 所在地 大学名 所在地 小計
中央大学 南京 武漢大学 武昌
北平大学 北京 労働大学 上海
北京大学 北京 曁南大学 上海
北平師範大学 北京 同済大学 上海 15
清華大学 北京 青島大学 青島
中山大学 広州 交通大学 上海
浙江大学 杭州 北洋工学院 天津
広東法科学院 広州
河北大学 保定 東陸大学 昆明
東北大学 瀋陽 河南大学 開封
安徽大学 安慶 吉林大学 吉林
湖南大学 長沙 甘粛学院 蘭州
山西大学 太原 河北法商学院 天津 18
成都大学 成都 山西教育学院 太原
成都師範大学 成都 河北工業学院 天津
四川大学 成都 江蘇教育学院 無錫
広西大学 桂林 河北女子師範学院 天津
廈門大学 廈門 金陵大学 南京
大同大学 上海 復旦大学 上海
滬江大学 上海 光華大学 上海
大夏大学 上海 燕京大学 北京
南開大学 天津 東呉大学 蘇州
武昌中華大学 武昌 嶺南大学 広州 23
広東国民大学 広州 中国公学 上海
協和医学院 北京 上海法政学院 上海
南通学院 南通 中国学院 北京
朝陽学院 北京 金陵女子文理学院 南京













































































































                                                   
1 『教育雑誌(第四巻第十号)』、1913 年１月に『大学令』を全文掲載、（王学珍、郭建栄主編『北京大学史
料(第二巻)』、北京大学出版社、2000 年、pp.93-94 に収録） 
2 北京大学校史研究室編『北京大学史料(第一巻)』(1993 年)に収録した「大学堂章程」、pp.97-130 
3 『北京大学史料(第一巻)』(1993 年)に収録した『欽定京師大学堂章程』の「第四章学生出身」、pp.94-95
を参照 
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官庁である。清朝では国史の編纂、経書の侍講をも担当となった。 
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13 胡適「書院制史略」、『東方雑誌(第二十一巻第三期)』、1924 年 
14 図南「湖南自修大学の使命」、『教育新刊(第二号)』、1923 年、(『自修』、p.104 に収録) 
15 胡適、前掲文 
16 同上 
17 蒋百里「今日の教育現状と人格」、『改造(第三巻第七期)』、1921 年 
18 陳独秀「近代西洋教育」、『陳独秀文章選編(上)』、三聯書店、1984 年、p.219 
19 陳独秀「教育欠点」、(前掲書、p.508) 
20 毛沢東「湖南自修大学組織大綱」、『五・四時期の社団』、三聯書店、1979 年、p.75 
21 蔡元培「湖南自修大学における紹介と説明」、『蔡元培全集(第四巻)』、p.245 
22 李国鈞・王炳照総主編、于述勝著『中国教育制度通史(第七巻)』、山東教育出版社、2000 年、pp.46-48 
23 「修正大学令(教育部令第六十四号)」、『教育雑誌(第九巻、第十二号)』、1917 年１2 月付き、(『北京大
学史料(第二巻)』、前掲書、p.102 に収録) 
24 朱有瓛主編『中国近代学制史料(第 3 巻上冊)』、華東師範大学出版社、1990 年、pp.106-107 
25 朱有瓛、前掲書、pp.107-108 
26 「教育部頒布国立大学条例令(第二十三号)」、『政府公報(1924 年 3 月)』、(前掲書、『北京大学史料(第
二巻)』、pp.103-104 に収録) 
27 『第一次中国教育年鑑(第五冊)』、上海開明書店、1934 年、pp.30-31 





31 高卓「今後中国教育所応取的方針」、『教育雑誌(第 16 巻第 12 号、1924 年)』に掲載 
32 瀋仲九「我的理想教育観」、『教育雑誌(第 17 巻第 5 号、1925 年)』に掲載、陳啓天「中国教育宗旨問




35 舒新城『近代中国教育史料・補足編』、中華書局、1929 年、pp.3-11 
36 舒新城『中国近代教育思想史』、中華書局、1929 年、p.380 
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京大学史料(第二巻)』、pp.3253-3255 に収録) 
44 『時事新報』、1930 年 11 月 17 日付き、「董任堅の『大学教育の破産』講演」内容を参照。(丁致聘編
『中国近七十年来教育記事』、上海書店、1935年影印版、p.130に収録) 
45 『時事新報』、1930 年 3 月 14 日付き、(同上、p.131 に収録) 
46 顧明遠総主編『中国教育大系・歴代教育制度考』、湖北教育出版社、1994 年、pp.2334-2341 を参照 
47 『大学組織法』、『申報』1929 年 7 月 1 日付きに掲載、(『北京大学史料(第二巻)』、前掲書、pp.107-108
に収録) 
48 『大学規程』、『申報』1929 年 8 月 17 日付きに掲載、(『北京大学史料(第二巻)』、前掲書、pp.108-110
に収録) 
49 『大学研究院暫行組織規程』、1934 年 5 月 19 日発布、(『北京大学史料(第二巻)』、前掲書、pp.1349-1350
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50 『学位授与法』、1935 年４月 22 日発布、(『北京大学史料(第二巻)』、前掲書、p.1350 に収録) 
51 『第二次中国教育年鑑』、pp.359-361 を参照 
52 同上、pp.361-365 を参照 
53 儲安平「中国の政局」、(戴晴『梁漱溟王実味儲安平』、江蘇文芸出版社、1989 年、p.162 に収録) 
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55 『中国国民党第一次全国代表大会宣言』、(中共中央党校党史教研室編『中共党史参考資料』に収録、
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56 呉家蛍『中華民国教育政策発展史』、五南図書出版公司、1990 年、p.308 を参照 
57 李華興主編『民国教育史』、pp.536-537 を参照 
58 彭明主編『中国現代史資料選編(第三冊)1927-1931』、中国人民大学出版社、1988 年、p.73 を参照 
59 『第一次中国教育年鑑(乙編)』、pp.24-50 を参照 
60 于述勝、前掲書、p.232 
61 同上、pp.238-239 を参照 
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第３章 基幹大学におけるエリート養成教育―「清華大学」の場合 
 清華大学と北京大学はいずれも清朝末期に近代教育機関として中国政府が開設したもの


















































































































とを決定していた。この還付金の合計総額は 2,892 万ドルで、1909 年より 40 年間に分け
て還付することとなっていた9。 


































 - 124 - 
門、職務を示したものである。 
表 3-2 歴任校長一覧表（1909-1948年） 
姓名 任期 海外留学経験 学歴・出身校 就任前の所属
唐国安 1912.5-1913.8 清朝末期の初期官費留学生 不明 外務部
周詒春 1913.10-1918.1 ウィスコンシン大学 上海聖約翰大学 外交部
張煜全 1918.2-1920.2 イェール大学 天津北洋大学堂 外交部
金邦正 1920.9－1921.10 清朝末期の初期官費留学生 天津南開中学校 外交部
曹雲祥 1922.4－1928.1 ハーバード大学 上海聖約翰大学 外交部
温応星 1928.4－1928.6 アメリカの陸軍学校 天津北洋大学堂 瀋陽特区警備長
羅家倫 1928.9－1930.5 プリンストン大学とベルリン大学 北京大学 民国南京政府の要員
呉南軒 1931.4－1931.5 カリフォルニア大学 復旦大学 選考委員会委員と河南大学学長
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考選学生及考送遊美学生弁法文(附章程)』において、さらに明確されている。これを示し
たのが次の表４である。 
表 3-4 「遊美肄業館」留学生応募試験科目 
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表 3-5 「清華学堂」教育課程の内容と単位の類別 
類別/年別 一 二 三 四 五 六 七 八 合計
哲学教育 2 2 4
中国文学 4 4 2 2 2 2 16
世界文学 4 4 4 4 4 4 2 26
美術音楽 1 1 1 1 4
史学政治 2 2 2 2 2 2 2 2 16
数学天文 4 2 4 4 4 2 2 22
物理化学 4 4 8
動・植物生理学 2 4 2 2 2 12
地文地質 2 2 2 2 8
体育手工 1 1 1 1 1 1 1 1 8
共通科目合計 18 18 18 18 17 17 11 7 124
専門科目合計 6 10 16
共通・専門合計 18 18 18 18 17 17 17 17 140  
























 周詒春は「清華」が「学校」に変更された後の 1913年 10月に、初代の校長を務めた唐
















表 3-6 「清華学校」高等科の文科系必修科目と単位分類 
科目/学年 第一学年 第二学年 第三学年 第四学年 合計単位
修身 1 1 1 1 4
国文 3 3 3 3 12
英文学 4 6 5 8 23
修辞論 3 3














音楽 1 1 2
体操 1 1 1 1 4
合計 31 21 20 21 93  
（出典：『清華大学史料選編（第一巻）』、「清華学校近章（1911年）」、p.160より作成） 
 
表 3-7 「清華学校」高等科の実科系必修科目と単位分類 
科目/学年 第一学年 第二学年 第三学年 第四学年 合計単位
修身 1 1 1 1 4
国文 3 3 3 3 12
英文学 4 6 5 5 20
修辞論 3 3

















手工 2 2 4
用器画 2 2
体操 1 1 1 1 4
合計 30 28 29 23 113  
（出典：『清華大学史料選編（第一巻）』、「清華学校近章（1911年）」、p.162より作成） 
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表 3-8 「清華学校」中等科の履修科目と単位分類 
科目/学年 第１学年 第2学年 第3学年 第4学年 合計単位数
修身 1 1 1 1 4
国文 5 5 5 5 20
中国歴史 2 2 4
中国地理 2 2 4
世界地理 3 3 6
英文解読 5 5 5 4 19
英語作文 3 3 4 10
英文修辞学 3 3
英語論説文 2 2
リスニング 2 2 2 6
習字 1 1
英会話 1 1 1 3
算数 3 3 6
代数 3 3 6
博物 3 3 6
衛生 1 1
化学 2 2
手工 2 2 4
絵画 2 2 2 1 7
音楽 2 2 2 1 7
体操 1 1 1 1 4





学問教養に関するものが 16 単位あり、全体の 24％を占めている。一方、表７で示されて
いる実科系の文化・教養に関する教育内容も 9項目があり、合計 64単位である。そのうち、



































































































































































































曹は 1922年 4月から 1928年 1月まで、周詒春より長く、約６年間校長を務めた。彼の
前述した社会的影響を受けて、内外から「清華」の改革を求める声が大きくなってきた時
期であったときに在職の時は、当時、「清華」には主に２つの面における改革が求められて

































1915年 1916年 1922年 1926年 1927年 1928年 1929年
 
（出典：『国立清華大学二十周年記念』、清華大学、1931年 5月、p.241より作成） 
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1912年 1913年 1914年 1915年 1916年 1917年 1918年 1919年 1920年 1921年 1922年 1923年 1924年 1925年 1926年
（出典：『清華週刊（1921.4）』の「本校十周年記念号」、p.44、『介紹清華給未来的伙伴們（1948）』、p.4、






























































































































に基づいて、研究院は 1925 年に、王国維、梁啓超、陳寅恪、趙元任の 4 人を教授として、
また李済を専任の特別講師として採用した。 
まず、王国維は清末の進士47であり、日本語、英語、ドイツ語を通暁していたため、1901-11
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いたように、学生がそれらの知識を運用して、「中学」と「西学」の融合性のある学問を研
究する、または西洋の研究方法を用いて中国の伝統的学問を研究する能力が望まれていた
と考えられる。「国学研究院」の他の３期の試験結果は、1926年に 28名、1927 年に 10名、










































































どの原因で中退した 4 名と卒業後まもなく病気で死亡した 6名を除けば、実際に近代中国
の社会で活躍できたのが 64 名の卒業生であった。うち、11 名が引続き、欧米、または日
本に留学している。留学から帰ってきた者と他の 53名の者が全国の各大学で教育・研究活
動に携わっていたという説57もあるが、1982年に出版された全 10集からなっている『中国
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２人である。羅は 1928 年 8 月に「清華」の８代目の校長として就任し、1930 年に辞任し
たが、梅は羅の後任が「清華」の教授会と学生側との衝突で、わずか９ヶ月で辞任した後、
















これについて、翌年の 1929年 4月 26日に公布された『中華民国教育宗旨とその実施方針』
65と同年の 7月 26日の『大学組織法』66、さらに、8月 10日に制定された『大学規程』67で
は、教育部が全国の大学への組織･企画権限を持つことと定めたとともに、大学の目標を「学




















表 3-9 清華大学の各学院の課程科目数の推移 
院別/年 1928 1929 1930 1932 1935 1936
文学院 100 119 133 150 160 160
法学院 32 42 53 87 64 64
理学院 63 62 101 163 136 136
工学院 37 66 45 189 162 162






















































































 梅貽琦は、1931 年 12 月から 1948 年 12 月まで「清華」の校長を務めていた。彼は教育
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中国文学･文化 歴史 哲学 外国語 合計
中国文学･文化 歴史 哲学 外国語 合計
 
（出展：橋川時雄『中国文化界人物総鑑』、1940 年、pp.18-773、『清華年報(1928-1937)』、『中央研究院

















































































































表 3-10 1909-1929年の「清華」のアメリカ留学生の専攻科目統計 
科目別 工程 理科 医学 農科 経済 人文 法政 教育 軍事 その他 合計











表 3-11 「清華」の留学帰国者の就職分野調査(1924年) 
就職分野 教育 商業 実業 政治 その他 不明
人数 170 70 59 36 43 100
　　（注） ４人が出国せず、23人が病気で死亡、406人が海外で勉強中。  
（出典：『本校十周年記念増刊(1924年 3月)』、pp.56-57,139より作成。） 
1909-1923年の 15年の間、留学に派遣した者は合計して 911人であった。そのうちの帰
 - 162 - 



























数えた90。曹が述べた「清華」の留学帰国者の活躍状況は上に示した表 10 と表 11 のこと
とほぼ一致している。すなわち、「清華」の留学生はアメリカの大学で幅広い近代学問・知
識を勉学し、帰国後、彼らは中国の大学などのそれぞれの分野において、リーダーシップ
 - 163 - 
の役割を果たしていることが明らかである。 













































































  （出典：同上。） 
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図 4-2 「奏定大学堂」の教育組織の編成 
 


















修業年限 3 年 

























































































































仕学院 中･西学科の教育 武備学堂 
中学堂 
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た。さらに、1912 年 10 月に公布されたが、実施に移されることのなかった『大学令』で
規定した大学における評議会と教授会の設置を行なった。 
こうした教員に関した改革の中で、興味深いことはまず、教員の招聘についてである。







































図 4-6 1920年北京大学選択履修学科系統図 
 




























英文学科 国文学科 仏文学科 
史学科 政治学科 法律学
科 
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表 4－2 1920年北京大学の「選科制」にある中国伝統学問教養講義内容とその単位数 


























































































































































































































































































































































年まで、全部で 402 名を送り出している55。これらの者の就職先に関しては、1913 年の当






















表 4-3 1918-34年度および 1937年度の北京大学専攻別の卒業者数 
専攻/年度 1918 1919 1920 1921 1922 1923 1924 1925 1926 1927 1928 1929 1930 1931 1932 1933 1934 1937 合計
中国文学・
歴史
24 30 67 20 9 21 34 53 41 16 21 29 16 42 33 39 56 48 599
外国文学 12 8 18 28 5 34 43 38 42 11 10 11 14 29 21 2 15 33 374
哲学・教育 13 16 30 7 14 30 42 22 29 11 25 25 17 24 24 21 26 15 391
法律･政治 67 34 53 77 75 169 104 159 85 34 25 29 46 57 38 32 21 19 1,124
経済 18 18 22 24 22 56 42 121 85 33 13 17 15 19 58 19 24 23 629
理科 12 31 38 50 46 65 57 79 45 21 29 24 23 26 49 17 30 88 730
工学 17 57 8 38 39 15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 172
商業 0 62 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 62
合計 163 256 236 236 210 390 322 472 327 126 123 135 131 197 223 130 172 226 4,075
（出典：『京報(1935年 4月 19-23日付)』と『北平晨報(1937年 6月 19日付)』に掲載内容(『北京大学史
料(第二巻)』、pp.769-771 に収録)より作成。） 
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の 4 倍以上であった。また、1918 年になっても、北京大学の 2,001 人の学生に対し、67
万 7千元の年度予算に対し、清華大学は 665人の学生に 114万の年度予算という潤沢な教
育費が保障された60。また、教育コストで計算すれば、1916 年、北京大学の学生は一人あ
たりの平均費用が 299元に対し、清華大学の場合は 1,300元であった。同様に 1925年にな
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